
新規調査開始事件 件を業種別にみると、「医療業」が 件、「運

輸・通信業」が 件、「廃棄物処理業」が３件となっている（資料

＜統計表＞第 表）。

終結状況

取扱件数 件のうち、 件が終結し、これらは全て実情調査中

に争議が解決したものであり、打切はなかった（資料＜統計表＞

第 表）。

第２章 不当労働行為の審査

第１節 不当労働行為の審査の概況

１ 取扱概況

取扱件数

令和６年中に取り扱った不当労働行為事件は 件で、このう

ち前年からの繰越事件が 件、新規係属事件が 件であった（資

料＜統計表＞第 表）。

対前年比較

前年に比べて、取扱件数は 件減少し、新規係属件数は 件減

少した。

最近の取扱状況比較

最近 年間をみると、取扱件数は 件前後、新規係属件数は

～ 件程度で推移している（第３図）。

なお、令和６年の新規係属事件 件のうち、合同労組関連事件

数は 件で、 ％を占めている。

元

（件）

（年）

第３図 最近 か年の取扱件数

前年繰越 新規申立
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２ 新規係属状況

全国都道府県労委の新規係属総件数に占める割合

令和６年の全国都道府県労委の新規係属総件数は 件であっ

た。

当委員会の新規係属件数 件を全国比でみると、 ％となっ

ている（第４図、資料＜統計表＞第 表）。

申立人

ア 申立人別係属状況

申立人別では、「当該組合からの申立」が 件（ ％）で最

も多く、次いで「組合・上部組合」が 件（ ％）となって

いる（資料＜統計表＞第 表）。

イ 加盟上部団体系統別係属状況

組合申立て 件の上部団体加盟の有無をみると、加盟してい

るものが 件（ ％）、加盟していないものが 件（ ％）

となっている（資料＜統計表＞第 表）。

上部団体に加盟している組合を系統別にみると、連合系 件

（ ％）、全労連系 件（ ％）、全労協系を含むその他

件（ ％）となっている。（資料＜統計表＞第 表）。

元

（％）

（年）

第４図 都道府県労委新規総件数に占める割合
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組合申立て 件の上部団体加盟の有無をみると、加盟してい

るものが 件（ ％）、加盟していないものが 件（ ％）

となっている（資料＜統計表＞第 表）。

上部団体に加盟している組合を系統別にみると、連合系 件

（ ％）、全労連系 件（ ％）、全労協系を含むその他
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元

（％）

（年）

第４図 都道府県労委新規総件数に占める割合

別組合の併存状況

組合申立て 件について、同一企業内に併存する組合の有無を

みると、「有」 件（ ％）、「無（不明を含む）」 件（ ％）

となっている（資料＜統計表＞第 表）。

被申立人

新規係属事件について、雇用契約の直接の当事者でない者が救

済申立ての相手方とされている等の事情が窺われる事件がある。

業務の委託元を被申立人とする事件・・・・・・・・・・２件

関連会社を被申立人とする事件・・・・・・・・・・・・１件

親会社を被申立人とする事件・・・・・・・・・・・・・３件

派遣先の会社を被申立人とする事件・・・・・・・・・・２件

技能実習生の監理団体を被申立人とする事件・・・・・・１件

業務委託契約を締結した会社を被申立人とする事件・・・３件

従業員規模別係属状況

従業員規模別にみると、「 人以下」が 件（ ％）で最も多

く、次いで、「 人以上 人以下」及び「 人以上」が８件

（ ％）となっている。

従業員 人以下の中小企業に係る救済申立ては 件（ ％）

となっている（資料＜統計表＞第 表）。

産業別係属状況

産業別にみると、「サービス業」が 件（ ％）と最多で、「運

輸・郵便業」、「教育・学習支援業」及び「医療・福祉」が９件（ ％）

と続いている（資料＜統計表＞第 表）。

労働組合法第７条該当号別係属状況

申立内容を労働組合法第７条の該当号別でみると、使用者の行

為が「２号に該当」が 件（ ％）で最も多く、次いで「３号

に該当」が 件（ ％）、「１号に該当」が 件（ ％）とな

っている（資料＜統計表＞第 表）。

調整における打切・取下後の不当労働行為救済申立て

新規係属事件 件のうち、当委員会の調整における打切・取下

後に同一事案に係る不当労働行為救済申立てのなされた事件が
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８件あった。これらの事件の調整における調整内容は、解雇や雇

止めの問題などに係る団交促進であった。

３ 審査状況

審問等実施状況

令和６年の当委員会における審査等の実施状況をみると、「調査」

回、「審問」 回、「和解」２回、「その他（立会団交、事情聴

取、打合せ等）」 回となっている。（資料＜統計表＞第 表）。

当事者の追加

令和６年に、申立書に当初記載されていた者の他に、当事者が

追加された事件は１件であった。

申立ての承継

令和６年に、申立人の死亡等により申立てが承継された事件は

なかった。

公益委員の除斥・忌避

令和６年に、公益委員の除斥・忌避の申立てがされた事件はな

かった。

審査の実効確保の措置申立て

ア 申立状況

令和６年には当事者から審査の実効確保の措置申立てが 件

あり、全てが労働者側からの申立てであった。

イ 措置

上記申立てについて、令和７年１月末現在、労働委員会規則

第 条の定めによる勧告を行ったものはなく、文書による要望

を行ったものが２件、口頭による要望を行ったものが２件あっ

た（第２表、資料＜統計表＞第 表）。
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８件あった。これらの事件の調整における調整内容は、解雇や雇

止めの問題などに係る団交促進であった。

３ 審査状況

審問等実施状況

令和６年の当委員会における審査等の実施状況をみると、「調査」

回、「審問」 回、「和解」２回、「その他（立会団交、事情聴

取、打合せ等）」 回となっている。（資料＜統計表＞第 表）。

当事者の追加

令和６年に、申立書に当初記載されていた者の他に、当事者が

追加された事件は１件であった。

申立ての承継

令和６年に、申立人の死亡等により申立てが承継された事件は

なかった。

公益委員の除斥・忌避

令和６年に、公益委員の除斥・忌避の申立てがされた事件はな

かった。

審査の実効確保の措置申立て

ア 申立状況

令和６年には当事者から審査の実効確保の措置申立てが 件

あり、全てが労働者側からの申立てであった。

イ 措置

上記申立てについて、令和７年１月末現在、労働委員会規則

第 条の定めによる勧告を行ったものはなく、文書による要望

を行ったものが２件、口頭による要望を行ったものが２件あっ

た（第２表、資料＜統計表＞第 表）。

第２表 審査の実効確保の措置申立て・措置一覧

事件番号
申立年月日

申立人
申立内容（要旨）

措置年月日 措置内容

５不 労

原稿の著作権の扱いについて話合いに応

じ、協議が整うまでの間、組合員Ｘの執筆が

予定されていた箇所の執筆編集を進めない

こと。

令和７年１月７日、本案が終結した（関与

和解）。

６不２ 労

申立人を退職したものとしないこと。

三者委員は、被申立人に対し、口頭で要望

を行った。

６不２ 労

組合員Ｘがタクシー乗務員を続けられる

ようにすること。

三者委員は、被申立人に対し、口頭で要望

を行った。

５不５ 労

① ５年５月１日付けの配転命令、及びマネ

ージャー職解職による給与減額について、組

合員Ⅹに対し、給与減額の撤回等を含む、現

実的な不利益回避の措置をとること。

② 組合員Ｘに対する再教育プログラムや

退職勧奨の実施を直ちに撤回すること。

③ 組合員Ｘに対し再教育プログラムと称

した圧迫面接やメールによる指示を行わな

いこと。

三者委員は、被申立人に対し、要望書を交

付した。
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事件番号
申立年月日

申立人
申立内容（要旨）

措置年月日 措置内容

５不 労

会社は、命令が発出されるまでの間、組合

員Ｘが業務先における業務に従事する雇用

契約上の義務がないことを確認すること。

６年 月 日、本案が終結した（無関与和

解）。

５不 労

副委員長Ｘに対する異動内示を撤回する

こと。

６年６月 日、本案が終結した（関与和

解）。

４不５ 労

① 本案の審査手続中に、組合らに対する不

当な妨害や組合活動を委縮させる行為を行

わないとともに、団体交渉に誠実に応ずるこ

と。

② 組合員に対して、いかなる不当労働行為

も行わないこと。

２不 労

① 被申立人会社は、本件に関して意見を述

べるとき、申立人と当委員会に対して、書面

で提出すること。

② ４年３月２日付不当労働行為救済追加

申立てを受理すること。

③ 申立人の実情に即した指揮を行うこと。

６年７月 日、措置しないことを決定し

た。
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事件番号
申立年月日

申立人
申立内容（要旨）

措置年月日 措置内容

５不 労

会社は、命令が発出されるまでの間、組合

員Ｘが業務先における業務に従事する雇用

契約上の義務がないことを確認すること。

６年 月 日、本案が終結した（無関与和

解）。

５不 労

副委員長Ｘに対する異動内示を撤回する

こと。

６年６月 日、本案が終結した（関与和

解）。

４不５ 労

① 本案の審査手続中に、組合らに対する不

当な妨害や組合活動を委縮させる行為を行

わないとともに、団体交渉に誠実に応ずるこ

と。

② 組合員に対して、いかなる不当労働行為

も行わないこと。

２不 労

① 被申立人会社は、本件に関して意見を述

べるとき、申立人と当委員会に対して、書面

で提出すること。

② ４年３月２日付不当労働行為救済追加

申立てを受理すること。

③ 申立人の実情に即した指揮を行うこと。

６年７月 日、措置しないことを決定し

た。

事件番号
申立年月日

申立人
申立内容（要旨）

措置年月日 措置内容

６不 労

本件審査の終結に至るまでの間、毎月支給

される賃金及び夏季・冬季の各一時金につい

て、組合員の昇給分の支給を拒否しないこ

と。

６年７月 日、申立人らは、当該措置申立

てを取り下げた。

６不 労

組合員Ｘ１及びＸ２に対し、実習等に必要

な範囲で、研究室の作業場に立ち入り、業務

遂行をすることを認め、これを妨げないこ

と。

６年 月 日、措置しないことを決定し

た。

４不 労

以下の行為を直ちに中止し、少なくとも本

件命令の発出に至るまでの間、組合員Ｘを４

年 月 日時点の従事業務に復帰させるこ

と。

① Ｘの机の至近に、敢えて会社の来訪者の

記帳台を設置して衆目に晒し、精神的苦痛を

与える行為。

② Ｘの机の周囲をモールで固めて、晒し者

にして精神的苦痛を与える行為。

③ Ｘの机を取り囲むように他の従業員の

机等を配置して監視し、精神的苦痛を与える

行為。

三者委員は、被申立人に対し、要望書を交

付した。
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事件番号
申立年月日

申立人
申立内容（要旨）

措置年月日 措置内容

６不 労

組合員Ｘ１ら３名に対する「労働契約が終

了する旨の措置」を直ちに撤回するととも

に、命令を発するまでの間、組合員に対する

不利益取扱いをしないこと。

６不 労
本件審査継続中は、組合員Ｘを解雇しない

こと。

６不 労

法人が現在進めている組合員Ⅹに対する

懲戒手続きにおいて、本案の審査継続中は、

懲戒解雇や諭旨解雇など、雇用に影響を与え

る処分を控えること。

物件提出命令

令和６年に物件提出命令の申立てがされた事件はなかった。

前年から繰り越された事件は１件であり、令和６年 月末現在

係属中である。

証人等出頭命令

令和６年に証人等出頭命令の申立てがされた事件はなかった。

審査の期間の目標達成状況

ア 審査の期間の目標

原則として１年６か月とする（平成 年１月１日から実施。

なお、 年１月１日から 年 月 日までは目標期間を２年と

していた。）。

イ 目標の達成状況

平成 年１月１日以降の新規申立事件 件のうち、令和６

年 月末までに終結した事件は 件であり、このうち１年６

か月以内で終結したものは 件であった。また、終結事件

件に係る平均処理日数は 日であった（第３・４表）。
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事件番号
申立年月日

申立人
申立内容（要旨）

措置年月日 措置内容
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こと。
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懲戒手続きにおいて、本案の審査継続中は、

懲戒解雇や諭旨解雇など、雇用に影響を与え

る処分を控えること。

物件提出命令

令和６年に物件提出命令の申立てがされた事件はなかった。

前年から繰り越された事件は１件であり、令和６年 月末現在

係属中である。

証人等出頭命令

令和６年に証人等出頭命令の申立てがされた事件はなかった。

審査の期間の目標達成状況

ア 審査の期間の目標

原則として１年６か月とする（平成 年１月１日から実施。

なお、 年１月１日から 年 月 日までは目標期間を２年と

していた。）。

イ 目標の達成状況

平成 年１月１日以降の新規申立事件 件のうち、令和６
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か月以内で終結したものは 件であった。また、終結事件

件に係る平均処理日数は 日であった（第３・４表）。

第３表 新規申立・終結状況（ 年１月１日以降）

新規

申立

終結状況

終結計

未終結

取下・和解 命令・

決定

うち１年

６か月

経過取下 和解 計

件数（件）

平均処理

日数（日）
－ － －

第４表 終結事件の処理日数別内訳

取下・和解 命令・

決定
終結計

取下 和解 計

６か月以内 １

６か月超～１年以内

１年超～１年６か月以内

１年６か月以内計

１年６か月超
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《参考》 審査の期間の目標を２年としていた時期の新規申立事件の処理

状況（ 年１月１日から 年 月末までの新規申立て）

審査の期間の目標を２年としていた時期（ 年１月１日（改正

労働組合法施行日）から 年 月末まで）の新規申立事件の処理

状況は、以下のとおりである。

この間の新規申立事件 件のうち、令和６年 月末までに終結

した事件は 件であり、このうち２年以内で終結したものは

件であった。また、終結事件 件に係る平均処理日数は 日

であった。

（参考－１表） 新規申立・終結状況

（参考－２表） 終結事件の処理日数別内訳

新規申立

終結状況

終結計 未終結取下・和解 命令・

決定取下 和解 計

件数（件）

平均処理

日数（日）
－ －

取下・和解 命令・

決定
終結計

取下 和解 計

６か月以内

６か月超～１年以内

１年超～１年６か月以内

１年６か月越～２年以内

２年以内計

２年超

− 30−



《参考》 審査の期間の目標を２年としていた時期の新規申立事件の処理

状況（ 年１月１日から 年 月末までの新規申立て）

審査の期間の目標を２年としていた時期（ 年１月１日（改正

労働組合法施行日）から 年 月末まで）の新規申立事件の処理

状況は、以下のとおりである。

この間の新規申立事件 件のうち、令和６年 月末までに終結

した事件は 件であり、このうち２年以内で終結したものは

件であった。また、終結事件 件に係る平均処理日数は 日

であった。

（参考－１表） 新規申立・終結状況

（参考－２表） 終結事件の処理日数別内訳

新規申立

終結状況

終結計 未終結取下・和解 命令・

決定取下 和解 計

件数（件）

平均処理

日数（日）
－ －

取下・和解 命令・

決定
終結計

取下 和解 計

６か月以内

６か月超～１年以内

１年超～１年６か月以内

１年６か月越～２年以内

２年以内計

２年超

４ 終結状況

終結件数・終結率

令和６年の取扱件数 件のうち、 件が終結した。終結件数

は前年に比べて 件減少した（資料＜統計表＞第 表）。

終結区分

終結した 件について、終結区分をみると、命令・決定件数は

件となっており、その内訳は、「全部救済」４件、「一部救済」

６件、「棄却」 件、「却下」 件である。また、命令・決定以外

では、「関与和解」 件、「無関与和解」８件、「取下」 件となっ

ている（資料＜統計表＞第 表）。

所要日数

ア 所要日数区分別の状況

終結区分別にみた所要日数の分布状況は、第５表に示すとお

りである。

第５表 終結事件所要日数区分分布

終結

区分

日 数

総

数

全
部
救
済

一
部
救
済

棄

却

却

下

関
与
和
解

無
関
与
和
解

取

下

総 数

日以内

～ 日

～ 日

～ 日

～ 日

～ 日

～ 日

日以上
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イ 所要日数の平均・最短・最長

終結までに要した日数の平均・最短・最長は第６表に示すと

おりである。令和６年の終結事件に係る平均所要日数は、

日となっている。

第６表 終結事件所要日数平均・最短・最長

所要

終結 日数

区分

平 均 最 短 最 長 件 数

総 数

全部救済

一部救済

棄 却

却 下

関与和解

無関与和解

取 下

５ 不服申立ての状況

令和６年中に当委員会が発した命令・決定書数は 本であった。

なお、命令・決定による終結事件数は 件である。

これに対して、再審査あるいは行政訴訟が提起されたものは令和

７年１月末現在 本となっており、命令・決定に対する不服申立率

は ％であった（第７・８表）。
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イ 所要日数の平均・最短・最長

終結までに要した日数の平均・最短・最長は第６表に示すと

おりである。令和６年の終結事件に係る平均所要日数は、

日となっている。

第６表 終結事件所要日数平均・最短・最長

所要

終結 日数

区分

平 均 最 短 最 長 件 数

総 数

全部救済

一部救済

棄 却

却 下

関与和解

無関与和解

取 下

５ 不服申立ての状況

令和６年中に当委員会が発した命令・決定書数は 本であった。

なお、命令・決定による終結事件数は 件である。

これに対して、再審査あるいは行政訴訟が提起されたものは令和

７年１月末現在 本となっており、命令・決定に対する不服申立率

は ％であった（第７・８表）。

第７表 命令･決定の不服申立状況

区  分 本 数 

命 令 ・ 決 定 書 37 

不服申立数 

再審査申立て 

労働者側 

使用者側 

双方 

行政訴訟提起 

労働者側 

使用者側 

16   

16   

10   

4 

2   

1 

0   

1 

不服申立率 43.2 

（注）不服申立率＝（再審査申立て又は行政訴訟提起があった命令・

決定書の本数）÷（命令・決定書総本数） 

（注）同一の命令・決定書に対し、再審査申立てと行政訴訟提起の双

方がなされ、内訳の合計と総数とが一致しない場合がある。 
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